
発注機関における ISO9000s 取得への取組み 

 

   

１．はじめに  

ＪＲ東日本東京工事事務所（以下、東工所という）は首都

圏の鉄道設備の建設･改良を担当する組織であり、現在約

600 人の社員で構成されている。主な業務は、鉄道施設の

建設･改良における調査計画、設計および工事の監理、地域

と一体となったまちづくりへの参画、生活に密着したホテ

ル･ショッピング施設の建設、鉄道システムを支える車両工

場･発電所などの建設を行っている。現在、東工所が実施す

る主要プロジェクトを図－１に示す。 

２．発注機関における ISO9000s 取得の目的 

東工所では、コンサルタントや建設会社に設計や工事を発

注し、適切な設計監理、施工監理を実施しながら、これら

のプロジェクトに取組んでいる。こうした中、社内のプロ

ジェクトマネジメント（PM）研究会において、効率的かつ

経済的なプロジェクト運営方法の検討を行った。その結果、

業務プロセスのドキュメント化や情報の共有化を強化する

仕組みとして、ISO 手法の導入が有効であるとの検討結果

となった。更に ISO 手法の導入は、当社が日本で初めて認

証され、昨年から実施されている認定事業者制度の確実な運用についても有効であると考えられる。そこで今回、

顧客志向（顧客:グループ内ユーザー、地方自治体等）の無駄のない業務推進体制を確立するとともに、経営体制

の質の向上を図ることを目的として、ISO9000s の取得検討を実施した。以下に発注機関である東工所の ISO9000s

取得における取組みについて報告する。 

３．ＩＳＯ取得検討体制 

ISO 取得検討に伴い、取得検討事務局（３名）、取得検討委員会（16 名）、取得検討ＷＧ（25 名）の体制を構築

し、事務局を中心に取得検討を進めた。また、前述のように東工所は多くの職域により構成されているため、委

員会、ＷＧメンバーにおいては、それぞれの職域代表者から選出し、検討を重ねてきた。 

４．新しい品質保証体制の検討 

東工所の現状の業務体制を把握するために、各職域毎（企画調査、土木･軌道、建築･機械、開発等）の現状の業

務フローを作成した。現状の業務フロー作成においては、業務分担、責任の所在等が明確となるように担当部署、

業務内容、標準･マニュアル･手引き及び品質記録を整理した業務フローとした。次に、作成した現状の業務フロ

ーを ISO9001 の要求事項（ISO9001/1994 年版）と対比させ、要求事項が満たされていない部分の見直し及び追

加を図ることで「新しい品質保証体制」を構築することとした。 

要求事項を確実に満たすためには、多くの職域に跨るプロジェクトを確実に引継ぎ管理していく必要があった。

そこで業務分担、引継ぎ事項を明確にし、履歴（品質記録）を確実に残すためのシステムを構築する検討を行っ

た。その結果、プロジェクトの企画･立案段階から成果物を顧客に引継ぐまでの業務について、業務内容、業務分

担、責任の所在、工程等を文書化したプロジェクト実施計画書を作成し、プロジェクトの確実な実施に活用する

こととした。このようにして「新しい品質保証体制」を構築するとともに、１次文書となる「品質マニュアル暫

定版」を作成した。 
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図－１ 2000 年度主要プロジェクト 
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「新しい品質保証体制」の適用範囲については、プロジェクトを実施するために東工所が担当する全業務（本社

等の他機関を支援する業務や外注管理業務を含む）とした。 

５．プロジェクト実施計画書の種類と運用について 

プロジェクト実施計画書は、「プロジェクト全体計

画書」と「業務ブロック別計画書」の２種類に分類し

た。「プロジェクト全体計画書」については、プロジェ

クトの調査･計画段階から検査･財産整理までの全体概

要を示した計画書であり、「業務ブロック別計画書」は、

プロジェクト全体を構成するために実施する各々の業

務ブロック毎の計画書とした。業務ブロック別計画書

の種類としては、調査･計画計画書/概略（詳細）設計

計画書/工事計画書（案）作成計画書/工事発注･設計変

更計画書/施工監理計画書/検査･財産整理計画書といっ

たものがある。 

これらのプロジェクト実施計画書の運用をフロー化

したものが図－２である。また、プロジェクト全体計画書

のフォーマット（案）を図－３に示す。 

プロジェクト実施計画書の運用は図－２に示すようにプ

ロジェクトの冒頭で「プロジェクト全体計画書」と「調査･

計画計画書」を作成し、計画内容の変更や追加事項がある

場合には、追加の計画書を作成することとした。また、会

議等の履歴については業務ブロック別計画書に詳細に示し、

重要事項についてはプロジェクト全体計画書に転記し、プ

ロジェクト全体の経緯がわかるようにした。 

６．所内トレースの実施 

ISO に対応した「新しい品質保証体制」を導入した場

合のメリット･デメリットを把握するために、実務におけ

るトレースを３ヶ月間実施した。トレースの実施にあた

っては、東工所が担当するプロジェクトの内から 27 件の

プロジェクトを選定し、実務の中でプロジェクトのマネ

ジメントに活用してもらった。 

トレース終了後、プロジェクト担当者及びプロジェク

ト責任者にアンケートを実施し、導入の賛否を集計した

ところ、約 90%の賛成の回答を得た。その主な理由は、「業

務引継ぎに有効」「情報の共有化が図れる」「確実に履歴が残せる」といったものであった。反面「作成に時間が

かかる」といった声も聞かれ、今後は更なる運用方法等の改善が必要であるとの結果となった。 

７．おわりに 

本年 1 月に ISO9000s/2000 が制定され、東工所のような発注機関においても、適用しやすい規格に変わった。

今後は、ISO9000s/2000 に対応した、「新しい品質保証体制」の構築に取組み、認証取得に向けての準備を進めて

いきたいと考えている。 
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図－２ プロジェクト実施計画書運用フロー 
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図－３ プロジェクト全体計画書フォーマット（案） 
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